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【問 15】都市計画法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

１ 近隣商業地域は、主として商業その他の業務の利便の増進を図りつつ、これと調和した住居の環境を保護

するため定める地域とする。 

２ 準工業地域は、主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便を図りつつ、これと調和した住居

の環境を保護するため定める地域とする。 

３ 第一種低層住居専用地域については、都市計画に特定用途制限地域を定めることができる場合がある。 

４ 第一種住居地域については、都市計画に高層住居誘導地区を定めることができる場合がある。 

 

 

 

【問 16】都市計画法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。ただし、この問において「都道府

県知事」とは、地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市にあってはその長をいうものとする。 

１ 開発許可を受けようとする者は、開発行為に関する工事の請負人又は請負契約によらないで自らその工

事を施行する者を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならない。 

２ 開発許可を受けた者は、開発行為に関する国土交通省令で定める軽微な変更をしたときは、遅滞なく、そ

の旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 開発許可を受けた者は、開発行為に関する工事の廃止をしようとするときは、都道府県知事の許可を受け

なければならない。 

４ 開発行為に同意していない土地の所有者は、当該開発行為に関する工事完了の公告前に、当該開発許可を

受けた開発区域内において、その権利の行使として自己の土地に建築物を建築することができる。 

 

 

 

 

【問 17】建築基準法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。 

１ ４階建ての建築物の避難階以外の階を劇場の用途に供し、当該階に客席を有する場合には、当該階から避

難階又は地上に通ずる２以上の直通階段を設けなければならない。 

２ 床面期の合計が 500 ㎡の映画館の用途に供する建築物を演芸場に用途変更する場合、建築主事又は指定

確認機関の確認を受ける必要はない。 

３ 換気設備を設けていない居室には、換気のための窓その他の開口部を設け、その換気に有効な部分の面積

は、その居室の床面積に対して 10分の１以上としなければならない。 

４ 延べ面積が 800㎡の百貨店の階段の部分には、排煙設備を設けなくてもよい。 

 

 

 

 

【問 18】次の記述のうち、建築基準法（以下この問において「法」という。）の規定によれば、正しいもの

はどれか。 

１ 法第 68 条の９第１項の規定に基づく条例の制定の際、現に建築物が立ち並んでいる道は、法上の道路と

みなされる。 

２ 都市計画により、容積率の限度が 10分の 50とされている準工業地域内において、建築物の高さは、前面

道路の反対側の境界線からの水平距離が 35ｍ以下の範囲内においては、当該部分から前面道路の反対側の

境界線までの水平距離に、1.5を乗じて得た値以下でなければならない。 

３ 第一種住居地域においては、畜舎で、その用途に供する部分の床面積が 4,000㎡のものを建築することが

できる。 

４ 建築物の敷地が、法第 53 条第１項の規定に基づく建築物の建蔽率に関する制限を受ける地域又は区域の

二以上にわたる場合においては、当該建築物の敷地の過半の属する地域又は区域における建蔽率に関する制

限が、当該建築物に対して適用される。 
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【問 19】宅地造成及び特定盛土等規制法に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。なお、この問

において「都道府県知事」とは、地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市にあってはその長を

いうものとする。 

１ 宅地造成工事規制区域外において行われる宅地造成に関する工事について、工事主は、工事に着手する前

に都道府県知事（地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市にあってはその長）に届け出なけ

ればならない。 

２ 都道府県知事（地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市にあってはその長）は、宅地造成

工事規制区域内における宅地の所有者、管理者又は占有者に対して、当該宅地又は当該宅地において行われ

ている工事の状況について報告を求めることができる。 

３ 宅地造成工事規制区域内において宅地造成に関する工事を行う場合、宅地造成に伴う災害を防止するた

めに行う高さ５ｍを超える擁壁に係る工事については、政令で定める資格を有する者の設計によらなければ

ならない。 

４ 都道府県知事（地方自治法に基づく指定都市、中核市及び施行時特例市にあってはその長）は、偽りその

他不正な手段によって宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に関する工事の許可を受けた者

に対して、その許可を取り消すことができる。 

 

 

 

 

 

【問 20】土地区画整理法（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のうち、誤っているもの

はどれか。 

１ 土地区画整理組合が施行する土地区画整理事業に係る施行地区内の宅地について借地権のみを有する者

は、その土地区画整理組合の組合員とはならない。 

２ 法において、「公共施設」とは、道路、公園、広場、河川その他政令で定める公共の用に供する施設をい

う。 

３ 施行者は、換地処分の公告があった場合においては、直ちに、その旨を換地計画に係る区域を管轄する登

記所に通知しなければならない。 

４ 市町村が施行する土地区画整理事業では、事業ごとに、市町村に土地区画整理審議会が設置され、換地計

画、仮換地の指定及び減価補償金の交付に関する事項について法に定める権限を行使する。 

 

 

 

 

 

【問 21】農地に関する次の記述のうち、農地法（以下この問において「法」という。）の規定によれば、正

しいものはどれか。 

１ 自己所有の農地に住宅を建設する資金を借り入れるため、当該農地に抵当権を設定する場合には、法第３

条第１項の許可を受ける必要がある。 

２ 農地の賃貸借の解除については、農地の所有者が、賃借人に対して一方的に解約の申し入れを行う場合に

は、法第 18条第１項の許可を受ける必要がない。 

３ 登記簿の地目が宅地となっている場合には、現況が農地であっても法の規制の対象とはならない。 

４ 市街化区域内の自己所有の農地を駐車場に転用するため、あらかじめ農業委員会に届け出た場合には、法

第４条第１項の許可を受ける必要がない。 
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【問 22】国土利用計画法（以下この問において「法」という。）第 23条の届出（以下この問において「事後

届出」という。）及び法第 29条の届出に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。なお、この問において

「都道府県知事」とは、地方自治法に基づく指定都市にあってはその長をいうものとする。 

１ 個人Ａが所有する都市計画区域外の 12.000 ㎡の土地に、個人Ｂが地上権の設定を受ける契約を締結した

場合、Ｂは一定の場合を除き事後届出を行う必要がある。 

２ 法第 28 条に基づく遊休土地に係る通知を受けた者は、その通知があった日から起算して１月以内に、そ

の通知に係る遊休土地の利用又は処分に関する計画を、都道府県知事に届け出なければならない。 

３ 市街化調整区域において、宅地建物取引業者Ｃが所有する面積 5,000㎡の土地について、宅地建物取引業

者Ｄが一定の計画に従って、2,000㎡と 3,000㎡に分割して順次購入した場合、Ｄは事後届出を行う必要は

ない。 

４ 都道府県知事は、事後届出があった場合において、土地の利用目的に係る必要な勧告を行うことができ、

その勧告を受けた者がその勧告に従わないときは、その旨及びその内容を公表しなければならない。 


